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資料―１ 関係機関アンケート概要 
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○調査名： 

大規模地震発生時における応急対策活動実現のための防災関連施設、緊急ネットワーク等およ

び地理空間情報の現状調査 

○調査の目的： 

大規模地震発生時における迅速かつ的確な応急対策活動を実現し、東北圏（東北６県および新

潟県）の安全・安心な圏域形成を図るための調査 

○調査期間： 

平成 21 年 11 月 20 日 ～平成 21 年 12 月 4 日 

○調査対象機関： 

＜国関係機関＞ 

東北管区警察局、東北総合通信局、東北厚生局、東北農政局、東北森林管理局、東北経済産業

局、東北地方整備局、東北運輸局、東北航空局、東北地方測量部、仙台管区気象台、第二管区

海上保安本部、東北防衛局、陸上自衛隊東北方面総監部 

＜自治体＞ 

青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県、新潟県、仙台市、新潟市 

○調査項目： 

・広域連携に関わる既存防災関連施設や緊急輸送ネットワークの現況調査 

・災害時応援協定締結状況の現況調査 

・孤立の恐れがある地域の調査 

・大規模地震時における広域連携強化方策についての調査 

○調査概要： 

項 目 調査の概要 調査結果の活用 

○広域連携に関わる既

存防災関連施設や

緊急輸送ネットワ

ークの現況調査 

応急対策活動に関連する前進拠点、進出

拠点、自衛隊駐屯地、警察本部、災害拠

点病院、広域輸送拠点、広域避難地等に

関する調査を実施した。 

アンケート調査結果を、地

域防災計画等資料よりデー

タにより補完注 1）しアクセ

ス性からみた脆弱性評価に

活用した。本編 2.3.3(1)参

照 

○災害時応援協定締結

状況の現況調査 

各自治体における災害時における、相互

応援、医療救護、物資輸送・供給、ライ

フライン、情報、等に関する応援協定に

ついて調査を実施した。 

応援協定リストとしてとり

まとめた。 

○孤立の恐れがある地

域の調査 

｢中山間地 等の集落散在地域における

孤立集落発生の可能性に関する状況調

査｣（H21.5 内閣府（防災担当））の調査

結果を収集。 

孤立する恐れのある地域の

分布状況からみた脆弱性の

評価に活用した。 

本編 2.3.3(2)参照 

○大規模地震時におけ

る広域連携強化方

策についての調査 

 

過去の大規模災害における広域連携にか

かわる問題点、現時点での大規模地震時

の広域連携に関わる改善事例や取組状

況、新たなご提案(施設、体制・運用等)

について調査を実施した。 

大規模災害における広域連

携メニューの抽出に活用し

た。 

本編 4.6、4.7.2 参照 

注１)応急対策活動に関わる拠点数については、次頁表１に示す。 
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表１  広域連携に関わる既存防災関連施設等の現況調査結果 

 

防災関連施設 機関名 施設数 合計
前進拠点 陸上自衛隊東北方面総監部 3 3
進出拠点 消防庁 545

第二管区海上保安本部 13
第九管区海上保安本部 6
陸上自衛隊東北方面総監部 7 571

災害拠点病院 青森県 8
秋田県 12
岩手県 11
山形県 7
宮城県 14
福島県 8
新潟県 13 73

広域輸送拠点 青森県 10
秋田県 10
岩手県 10
山形県 8
宮城県 8
福島県 17
新潟県 13 76

広域避難地 青森県 49
秋田県 27
岩手県 38
山形県 34
宮城県 22
福島県 46
新潟県 48 264  
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資料―２ 「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震 応急対策活動要領」 

に示されている各機関の役割 
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「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震 応急対策活動要領」に示されている各機関の役割（１/２） 

 

【救助・救急活動】 

  

■救助・救急関係省庁※の行う救助・救急対策の総合調整  

 （関係道県内の活動の調整：現地対策本部 

国 現地対策本部及び政府災

害対策本部 

  非被災都道府県からの応援調整：緊急災害対策本部） 

 警察庁 ■警察広域緊急援助隊による応援の指示及び調整 

   ■非被災道府県警察による応援のための措置 

 防衛省 ■救助・救急活動 

消防庁 ■関係道県内の救助・救急活動の調整  

  ■緊急消防援助隊による応援の指示及び調整 

海上保安庁 ■海上における救助・救急業務  

  ■関係道県の行う救助・救急活動の支援 

被災地方公共団体 ■区域内における救助・救急活動 

※救助・救急関係省庁：警察庁、防衛省、消防庁及び海上保安庁 

 

【被災地内医療活動】 

機関 役割 

■医療関係機関※の行う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の 国 現地対策本部及び政府災

害対策本部  編成、派遣及びその輸送についての総合調整 

 厚生労働省 ■非被災都道府県の国立高度専門医療センター、 

    国立病院機構の病院におけるＤＭＡＴ等の編成及びその派遣 

   ■非被災都道府県に対する災害拠点病院を中心とした公的病院 

    及び民間病院からのＤＭＡＴ等の派遣要請 

   ■医薬品、医療資機材等の供出の指示又は要請 

   ■非被災都道府県の医療施設におけるＤＭＡＴ等の派遣 

    可能数の把握及び緊急災害対策本部への随時通報 

   ■関係道県におけるＤＭＡＴ等の活動状況及び不足状況の把握 

    及び現地対策本部、政府災害対策本部への随時通報 

 文部科学省 ■非被災都道府県の国立大学病院におけるＤＭＡＴ等の編成及びその派遣

 防衛省 ■自衛隊救護班の編成及びその派遣 

消防庁 ■関係道県内の消防機関と連携した救急活動の調整  

  ■緊急消防援助隊による応援の指示及び調整 

 日本赤十字社 ■非被災道府県の日赤支部における救護班の編成及びその派遣 

   ■血液製剤の供出 

被災地方公共団体 ■区域内における医療活動 

 

 

 

【広域後方医療活動】 

機関 役割 

■医療関係機関※の行う広域後方医療活動の実施の調整 国 現地対策本部及び政府災

害対策本部 ■関係道県の広域後方搬送が必要な患者発生状況の把握及び 

    緊急災害対策本部への随時報告（現地対策本部） 

  厚生労働省 ■国立高度専門医療センター、国立病院機構の病院に 

     おける広域後方医療活動 

    ■非被災道府県に対する災害拠点病院を中心とした 

     公的病院及び民間病院における広域後方医療活動の要請 

    ■非被災道府県の医療施設における患者受入可能数の 

     把握及び緊急災害対策本部に随時通報 

    ■被災地で発生した負傷者の非被災道府県に所在する 

     医療機関までの搬送活動に従事するＤＭＡＴ等の派遣・要請 

 文部科学省 ■国立大学病院における広域後方医療活動 

   ■広域医療搬送活動に従事するＤＭＡＴ等の派遣 

 防衛省 ■広域医療搬送活動に従事するＤＭＡＴ等の被災地への派遣に関する輸送 

   ■関係道県から非被災道府県への広域医療搬送 

消防庁 ■緊急消防援助隊による、広域搬送拠点から後方医療施設への  

  患者搬送についての指示及び調整 

日本赤十字社 ■日赤病院における広域後方医療活動  

  ■広域医療搬送活動に従事する救護班の派遣 

関係道県 ■広域後方医療活動の実施に必要な措置の要請 

   ■別に定める計画で指定した広域搬送拠点の確保・運営 

  ■関係道県内の医療機関から広域搬送拠点までの重傷者等の輸送 
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「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震 応急対策活動要領」に示されている各機関の役割（２/２） 

 

【交通の確保】 

機関 役割 

■緊急輸送ルート計画に基づく総合調整  

■交通の確保に関する総合調整  

国 現地対策本部及び政府災

害対策本部 

■輸送施設関係省庁※に対する応急復旧等の依頼 

 警察庁 ■道路交通規制に関する指導調整 

国土交通省 ■道路の応急復旧等  

  ■開発保全航路における障害物の除去等  

  ■港湾施設の応急復旧等  

  ■空港施設等の応急復旧等  

 

  ■航空管制等 

海上保安庁 ■航路障害物の除去についての必要な措置等  

  ■航路標識の応急復旧等  

 

  ■船舶交通の整理等 

 水産庁 ■漁港施設の応急復旧等 

被災地方公共団体 ■所管施設の応急復旧等 

※輸送施設関係省庁：警察庁、防衛省、農林水産省、国土交通省、海上保安庁及び消防庁 

 

 

【緊急輸送活動】 

機関 役割 

■緊急輸送計画の作成 国 現地対策本部及び政府災

害対策本部 ■緊急輸送施設関係省庁※に対する緊急輸送の依頼 

 国土交通省 ■自動車運送事業者、海上運送事業者及び航空 

    輸送事業者の団体等に対する緊急輸送の要請 

 防衛省 ■保有する船舶、航空機、車両等を用いての緊急輸送 

 海上保安庁 ■保有する船舶、航空機を用いての緊急輸送活動 

 消防庁 ■消防機関に対する緊急輸送の要請 

被災地方公共団体 ■区域内の緊急輸送活動の実施 

※輸送施設関係省庁：警察庁、防衛省、農林水産省、国土交通省、海上保安庁及び消防庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

【応急収容活動（関係道県内）】 

機関 役割 

国 現地対策本部 ■関係道県からの要請に応じて総合調整を行った上で応急 

   収容資機材関係省庁※に対する調達活動等の依頼 

 応急収容資機材 ■関係業界団体等を通じ、住宅建設用資機材メーカー、 

  関係省庁 建設業者等からの資機材の調達 

※応急収容資機材関係省庁：農林水産省、経済産業省及び国土交通省 

 

【応急収容活動（非被災道府県）】 

機関 役割 

現地対策本部及び ■関係道県からの要請に応じて具体的な 

政府災害対策本部  広域的避難収容実施計画の作成 

  （関係道県内の計画：現地対策本部 

  非被災道府県の計画：緊急災害対策本部） 

  ■実施計画に基づく措置をとるよう避難収容関係省庁 

   及び緊急輸送関係省庁に対する依頼 

避難収容関係省庁及び ■広域的避難収容実施計画に基づく広域的避難収容活動 

緊急輸送関係省庁並びに   

関係地方公共団体   

※避難収容関係省庁：警察庁、防衛省、厚生労働省、国土交通省、海上保安庁及び消防庁 
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資料―３ 過去の災害における関係機関等の活動状況 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その１） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１４日 ０８：４３ 地震発生          

 －  ・岩手県は一関市、奥州
市、北上市、金ヶ崎町及
び平泉町に災害救助法
を適用 
・宮城県は、栗原市及び
大崎氏に災害救助法を
適用 

   ６月１４日～ 
・宮城県警察では、被災者支
援対策に万全を期すため、
女性警察官を含む１０数人
で臨時に編成した「栗駒シャ
クナゲ隊」を栗原市栗駒の
避難所を中心に派遣し、相
談活動を実施 

・宮城県警察では、「地域警
戒警ら隊」を臨時編成し、被
災地域における警戒活動を
実施。また岩手県警察にお
いても、管轄警察署による警
戒活動を実施 

 ６月１４日～２０日 
・住宅・建築物の応急危険度
判定を宮城県栗原市、岩手
県奥州市等で実施 

 
６月１４日 
・国土地理院は、官邸、内閣
府、国土交通省等に災害対
策用図等を提供 

・気象庁は、地元関係機関に
対する被災地向け災害時気
象支援資料の提供開始 

  

 ８：００台 ０８：４３ 
・宮城県・岩手県・秋田県
災害対策本部設置 

 
 
 
 
 

０８：５０ 
・官邸対策室設置 
・緊急参集チーム招集 
・総理支持（被災状況の
早期把握等） 

 
・内閣府災害対策室設置 

０８：４３ 
・消防庁災害対策本部設置 

０８：５０ 
・防衛省災害対策室設置 

 ０８：４４ 
・災害警備本部設置 
０８：４５ 
・関東、東北、中部各管区警
察局の各広域緊急援助隊
（広緊隊）に対し準備指示 

０８：５８ 
・岩手広緊隊先行情報班出
動 

０８：５０ 
・海上保安庁地震災害対策
本部設置 

０８：４３ 
・国土交通省本省非常体制 
・東北地方整備局災害対策
本部設置 

・気象庁災害対策本部設置 
０８：４５ 
・直轄施設の巡視点検開始 
０８：４７ 
・国土地理院災害対策本部
設置 

０８：５０ 
・厚生労働省災害対策本部
設置 

０８：５１ 
・全国の DMAT に待機要請 

 

 ９：００台   
 
 

   ０９：３９ 
・山形・新潟広緊隊先行情報
班出発指示 

    

 １０：００台 10:50 
・岩手県知事が災害派遣
要請 

  （１０：００） 
・陸自ヘリ３機、海自固定翼
機３機、空自固定翼機２機
で偵察活動実施中 

10:40 
・陸自ヘリ５機、偵察隊、海自
固定翼機２機、ヘリ２機、空
自固定翼機３機で偵察活動
実施中 

10:50 
・岩手県知事より第９特科連
隊長に災害派遣要請 

10:00 
・福島県警の先行情報班（３
台、８名）が岩手に向けて出
発 

 １０：００ 
・防災ヘリコプターみちのく号
による調査飛行開始 

・現地情報連絡員（リエゾン）
を宮城県庁・岩手県庁へ派
遣 

１０：２０ 
・国土交通省本省非常災害
対策本部設置 

１０：２６ 
・防災ヘリコプターほくりく号
に よ る 調 査 飛 行 開 始
（TEC-FORCE 先遣班） 

  

 １１：００台 １１：００ 
・宮城県知事が災害派遣
要請 

１１：３４ 
・政府調査団（団長：防災
担当大臣）出発 

１１：００ 
・緊急消防援助隊（陸上部隊
１３７部隊、航空部隊１０機）
出動 

 １１：００ 
・宮城県知事より第６師団長
に災害派遣要請 

１１：１４ 
・広域緊急援助隊（福島県、
埼玉県、警視庁、山形県、
青森県、新潟県、茨城県）が
岩手県に向け出発 

 １１：４５ 
・本省の担当官１０名派遣準
備中 

（１１：４０） 
・DMAT１０チームが出動 
・千葉県ドクターヘリが被災地
に向け出動中 

 

 １２：００台 （時間不明） 
・岩手県及び宮城県、海
上保安庁に要請 

  （１２：５０） 
・偵察活動実施中 
・海保 航空機１１機、巡視船
艇２５隻 

（１２：５０） 
・活動中の部隊 
陸自 ２個ヘリ部隊、２個偵察

隊、１個連隊、１個大
隊、１個施設団 

海自 大湊地方総督部、八戸
航空基地 

空自 百里基地、秋田救難
隊、三沢基地 

 ６月１４日～ 
・岩手県及び宮城県からの要
請を受け、ヘリコプターによ
る孤立者の救助等を実施 

 
 
（１２：５０） 
・特殊救難隊１隊、機動防除
隊１隊 

１２：４０ 
・防災ヘリコプターあおぞら号
に よ る 調 査 飛 行 開 始
（TEC-FORCE 先遣班） 

 

  

 １３：００台 ・ １３：３５ 
・政府調査団、現地着陸 

１３：４０ 
・緊急消防援助隊（陸上部隊
１４０部隊、航空部隊１３機）
出動 

（１３：５０） 
・偵察活動実施中 
・海保 航空機１１機、船艇２５
隻による沿岸部被害状況調
査中 

 １３：５９ 
・千葉県警ヘリ、花巻空港に
向け出発（レンジャー６名搭
乗） 

 １３：４０ 
・（社）宮城県トラック協会あて
緊急物資輸送関連の要請
に対応できるよう指示 

（１３：５０） 
・DMAT２０チームが出動 
・千葉県ドクターヘリが被災地
に向け出動中 

・福島県ドクターヘリが被災地
にて活動中 

・ 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その２） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１４日 １４：００台 ・  ・ １４：２０ 
・海保 沿岸部被害状況調査
の結果、沿岸部に被害を認
めず 

（１４：４０） 
・活動中の部隊 
陸自 ２個ヘリ部隊、２個偵察

隊、２個連隊、１個大
隊、１個施設団 

海自 ３個航空群、１個教育
航空隊 

空自 ２個航空団、２個救難
隊 

１４：００ 
・広域緊急援助隊（福島県
警、埼玉県警、警視庁、山
形県警、青森県警、新潟県
警、茨城県警、栃木県警、
群馬県警、千葉県警、神奈
川県警、山梨県警、長野県
警、静岡県警の計２０４名が
出発し、さらに５８名が出発
予定）が岩手県、宮城県に
向け出発 

・ １４：１０ 
・本省から現地に向け１９名出
発（その他８名はヘリにより
出発済み） 

１４：１０ 
・河川、砂防、道路、住宅、港
湾、ダム、下水道等の専門
家 に よ る 調 査 開 始
（TEC-FORCE 先遣班） 

１４：２０ 
・（社）岩手県トラック協会あて
緊急物資輸送関連の要請に
対応できるよう指示 

１４：５５ 
・応急対策班（無人化施行機
械）派遣済み 

 ・ 

 １５：００台 ・ １５：２５ 
・総理指示（被災者を今
日中に救出） 

１５：００ 
・緊急消防援助隊（陸上部隊
183 部隊、航空部隊 14 機）
出動 

・ １５：２０ 
・活動中の部隊 
陸自 ２個ヘリ部隊、２個偵察

隊、２個連隊、１個大隊、１
個施設団 

海自 ３個航空群、１個教育
航空隊 

空自 ２個航空団、２個救難
隊 

人員２６０名、車両約８０両、
航空機１４機 

１５：００ 
・広域緊急援助隊（福島県
警、埼玉県警、警視庁、山
形県警、青森県警、新潟県
警、茨城県警、栃木県警、
群馬県警、千葉県警、神奈
川県警、山梨県警、長野県
警、静岡県警の計２７０名が
出発）が岩手県、宮城県に
向け出発 

１５：２５ 
・特殊救難隊 1 隊、機動防除
隊 1 隊（ヘリ計４機派遣） 

・ １５：３０ 
・DMAT３５チームが出動 
・千葉県・福島県ドクターヘリ
が被災地にて活動中 

・ 

 １６：００～
１７：００台

 １６：３０ 
・政府の現地対策連絡対
策室設置（宮城県栗原
市役所内） 

      １７：２６ 
・１２都県から DMAT 計 
３６チームを派遣、現地にて
２７チームが活動中 

 

 １８：００台  １８：５０ 
・総理指示（救助活動及
び被害の確認作業夜間
も継続等） 

      １８：１０ 
・福島医科大学ドクヘリ患者
搬送（胆沢病院→岩手医科
大学病院） 

 

 １９：００台         １９：００ 
・DMAT３６チームを派遣、現
地にて２７チームが活動中 

・千葉県・福島県ドクヘリが被
災地にて活動中 

 

 ２０：００～２

４：００台 

 ２０：００ 
・災害対策関係省庁連絡
会議 開催 

   （２０：１０） 
・警察ヘリ６機（警視庁３機、
青森県警１機、千葉県警１
機、神奈川県警１機） 

・警察機動通信隊を派遣（福
島、青森、茨城、関東管区）

 ２４：００ 
・照明車（北陸、関東）が一関
市に集結（TEC- 

FORCE 応急対策班） 

２０：００ 
・栗原中央病院とその周辺
に、計７DMAT が待機（東北
大学、災害医療ｾﾝﾀｰ、山形
県立中央病院、仙台市立病
院、日本海病院仙台日赤病
院、仙台医療ｾﾝﾀｰ） 

・胆沢病院に３DMAT が待機
（八戸市民病院、弘前大学、
胆沢病院） 

 

 －   （対応勢力） １８：３０ 
・７８６人、ヘリ１３機、被災地
外からの出動 

・ （対応勢力） １７：３０ 
・のべ約３６０人、車両約９０
両、航空機２３機 

（対応勢力） １８：５０ 
・２７０人、ヘリ６機、被災地外
からの出動 

（対応勢力） １８：４０ 
・巡視船２５隻（３９５人）、航空
機１１機（５５人）、特殊救難
隊１隊（５人） 

・ ・ ・ 

出典：【赤字】首相官邸 緊急情報（「岩手県内陸南部を震源とする地震について」平成２０年６月１４日（０９：１５現在）～平成２０年６月１４日（１０：３０現在）、「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震について」平成２０年６月１４日（１１：００現在）～平成２０年６月２
４日（１９：００現在））官邸対策室 
   ：【黒字】「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震について」平成２１年７月２日１４：００現在 内閣府 
   ：【青字】「岩手・宮城内陸地震最報告会 国土交通省の危機管理対応」平成２０年９月１１日 東北地方整備局 企画部 防災課長 松井幸一 
   ：【緑字】「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震に被害状況及び対応について（第１３報）厚生労働省 
   ：【桃字】「平成２０年岩手・宮城内陸地震について（第２２報）」平成２０年９月１６日 東北運輸局 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その３） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１５日 －   （対応勢力） ０７：４５ 
・７９３人、ヘリ１３機、被災地
外からの出動 

（対応勢力） ０９：１５ 
・８００人、ヘリ１６機、被災地
外からの出動 

（対応勢力） １６：１５ 
・８１５人、陸上部隊１８４部
隊、ヘリ１６機、被災地外か
らの出動 

 （対応勢力） ０７：００ 
・約１１００人、車両約２８０両、
航空機１９機 

（対応勢力） １１：００ 
・約１０８０人、車両約２８０両、
航空機２６機 

（対応勢力） １１：００？ 
・約２２３０人、車両約４６０両、
航空機４９機 

（対応勢力） ０６：００ 
・４１２７人（※災害警備本部
員を含む）、ヘリ７機、被災
地外からの出動 

（対応勢力） ０８：２０ 
・巡視船２隻、航空機１０機、
特殊救難隊１隊 

（対応勢力） １０：５０ 
・巡視船２隻、航空機９機 
（対応勢力） １０：５０？ 
・巡視船２隻、航空機１０機 

【国土地理院】 
・現地緊急調査班を現地へ派遣 
・政府現地連絡対策室等被災地域の
関係機関に災害対策用図や正射写
真図等を搬入 

・空中写真撮影を実施 
【気象庁】 
・地震による地盤の緩みを考慮し、大雨
警報・注意報の発表基準を、通常より
引き下げた暫定基準を設けて運用 

・県砂防部局と共同で発表している土
砂災害警戒情報の発表基準について
も暫定基準を設けて運用 

・こころのケア対策のため、国
立精神・神経センター精神
保健研究所の専門家１名及
び担当官を現地対策本部
に派遣 

 

 ７：００台   ０７：４５ 
・陸上部隊１８４部隊、航空部
隊１３機出動 総計７９３人 

    ０７：００ 
・（独）土木研究所・国土技術
政策研究所による現地調査
開始（TEC- 
FORCE 応急対策班） 

  

 ８：００台      （０８：３０） 
・警察ヘリ７機（警視庁３機、
青森県警１機、千葉県警１
機、神奈川県警１機、北海
道県警１機） 

・警察機動通信隊を派遣（福
島、青森、茨城、関東管区）

 （０８：３０） 
・気象庁地震観測班派遣済
み 

８：３０ 
・DMAT３６チームを派遣、現
地にて２１チームが活動中 

・千葉県・福島県ドクターヘリ
が被災地にて活動中 

・DMAT ミーティング 

 

 ９：００台  ０９：００ 
・緊急参集チーム招集 

０９：１５ 
・陸上部隊１８４部隊、航空部
隊１６機出動 総計８００人 

    （０９：３０） 
・本省、地方整備局等からな
る TEC-FORCE を１４日現
地に派遣 

・照明車１８台、衛星通信車３
台等を派遣 

  

 １０：００台  １０：３０ 
・総理指示（行方不明者
の情報確認等） 

     １０：００ 
・土砂災害危険箇所につい
て、岩手河川国道事務所一
関出張所に集合し、調査開
始（TEC- 
FORCE 被災状況調査班） 

  

 １１：００～

１２：００台

 １２：３０ 
・ 団長以下、政府調査
団、市ヶ谷に着陸 

１２：３８ 
・防災担当大臣が官房長
官に現地調査結果の報
告 

  （１１：３０） 
・道路啓開、入浴支援を実施 

   １２：００ 
・岩手県、宮城県に医療ニー
ズを確認し、県内対応となれ
ば、日本 DMAT の解散を検
討（各県に確認中） 

 

 １３：００台  １３：００ 
・ 岩手県奥州市、北上
市、胆沢郡金ヶ崎町、西
磐井郡平泉町、宮城県
大崎市に災害救助法を
適用 

１３：００ 
・陸上部隊１８４部隊、航空部
隊１６機出動 総計８１５人 

   （１３：１５） 
・特殊救難隊 1 隊、機動防除
隊 1 隊（機動救難士）派遣、
回転翼機６機、固定翼機３
機、巡視船２隻 

 １３：３０ 
・DMAT ミーティング 

 

 １４：００台  １４：００ 
・災害対策関係省庁連絡
会議（第２回）開催 

      １４：００ 
・花山地区にてヘリで搬送さ
れてきた約６０名の被災者の
トリアージ及びメディカルチ
ェックを実施 

 

 １６：００台         １６：００ 
・DMAT は岩手県、宮城県に
おいて医療ニーズを確認
し、各県での医療対応が可
能であることから、医療活動
は県に引継、他県 DMAT は
撤収を開始 

 

 １９：００台   （１９：００） 
・緊急消防援助隊（福島県、
宮城県、東京都、新潟県、
秋田県、埼玉県、千葉県、
山形県、群馬県、山梨県、
富山県、石川県、北海道、
青森県、茨城県、栃木県、
神奈川県）が宮城県、岩手
県に派遣 

 （１９：００） 
・道路啓開、給水支援、入浴
支援を実施 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その４） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１６日       ６月１６日～ 
・岩手県警察では、女性警察
官５人で臨時に編成した「イ
ーハトーブ隊」を奥州市等
の避難所に派遣し、相談活
動を実施 

 【国土地理院】 
・被災地の空中写真を内閣
府、国土交通省、政府現地
連絡対策室等の関係機関
に提供 

・医薬品、医療機器関係団体
に対して、被災地への医薬
品・医療機器の安定供給、
及び適正な流通の確保を要
請する事務連絡 

 

 －  ６月１５～２０日：岩手県庁 
６月２１～２８日：一関市 
・内閣府（防災担当）から
情報連絡要員を派遣 

（対応勢力） ０８：３０ 
・５５４人、陸上部隊１３４部
隊、ヘリ８機、被災地外から
の出動 

（活動勢力） １２：３０ 
・４７５人、陸上部隊１０９部
隊、ヘリ８機（被災地外から
の出動） 

（活動勢力） １４：３０ 
・４７５人、陸上部隊１０９部
隊、ヘリ８機（被災地外から
の出動） 

・この他、宮城県内消防隊７５
０人、１３２部隊 

（活動勢力） １８：３０ 
・３２５人、陸上部隊７２部隊、
ヘリ７機（被災地外からの出
動） 

・この他、宮城県内消防隊７５
０人、１３２部隊 

・岩手県内消防隊９５１人、２３
９部隊 

 （対応勢力） ０６：００ 
・約１８００人、車両約４５０両、
航空機５４機 

（活動勢力） １２：３０ 
・１８０９人、車両約４２５両、航
空機５４機 

（対応勢力） １０：００ 
・４１３９人（※災害警備本部
員を含む）、ヘリ１０機 

（活動勢力） １２：３０ 
・４１３９人（※災害警備本部
員を含む）、ヘリ１１機 

（対応/活動勢力）０９：００ 
・巡視船２隻、航空機７機 

06:30 
・TEC-FORCE 
 ８５班、２２８名 

  

 ９：００台  ０９：００ 
・緊急参集チーム会議開
催 

        

 １０：００台        １０：００ 
・道路・橋梁及び被災建物の
現 地 調 査 開 始
（TEC-FORCE 被災状況調
査班） 

（１０：３０） 
・照明車１９台、衛星通信車４
台、遠隔操縦式バックホウ４
台等を派遣 

  

 １１：００～
１２：００台

 １１：２０ 
・関係閣僚会合開催 
・総理指示（被災者支援
対策に尽力等） 

      １２：４０ 
・厚生労働省災害対策本部
会合を開催 

 

 ２０：００台  ２０：００ 
・災害対策関係省庁連絡
会議（第３回）開催 

        

 実績 

（13:00） 
（15:05） 
（19:00） 

  10:15 
・捜索・救助活動３箇所、その
他、現地調査を実施 

・救助者数 計１６７人 
14:30 
・３箇所で捜索・救助活動実
施中、この他、現地調査を
実施 

（実績） 
・救助者数 計１７３人 

 15:00 
・６箇所で捜索実施、この他、
道路啓開２箇所、生活支援
活動３箇所 

・救済者数 計３５４人 
・給水量約１０トン 
・入浴者数 計７８人 
18:00 
・４箇所で捜索・救助活動実
施中、この他、道路啓開２箇
所、生活支援活動３箇所 

（実績） 
・救助者数 計３９２人 
・給水量約１０トン 
・入浴者数 計１２４人 
・道路啓開 １箇所 

12:30 
・６箇所で捜索実施、この他、
崩落箇所等の調査を実施 

・救助者数 計３７人 
 

12:50 
・救助者数 計１５３人 
・救援物資輸送約１００kg 
・人員輸送支援３５名 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その５） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１７日 －   （活動勢力） 08:00 
・３５６人、陸上部隊７９部隊、

ヘリ７機、被災地外からの出
動 

・この他、宮城県内消防隊１０

２０人、２１１部隊 
・岩手県内消防隊９７５人、２５
０部隊 

（活動勢力） 14:30 
・３５５人、陸上部隊７８部隊、

ヘリ７機、被災地外からの出

動 

・この他、宮城県内消防隊１０
２０人、２１１部隊 

・岩手県内消防隊９７５人、２５
０部隊 

 （活動勢力） 08:00 
・１９００人、車両約４５０両、航

空機５０機 
 

（活動勢力） 08:00 
・４１３９人（※災害警備本部

員を含む）、ヘリ１１機 
（活動勢力） 14:30 
・約３８００人（※災害警備本

部員を含む）、ヘリ４機 
 
 

（活動勢力） 08:00 
・巡視船２隻、航空機７機 

08:00 
・TEC-FORCE 

 ９３班、２５８名 

  

１０：００
台 

１０：４５ 
岩手県、消防庁長官に対

し、岩手県内に出動中の

全ての緊急消防援助隊

の応援要請解除の報告 

 １０：４５ 
岩手県から消防庁長官に対

し、岩手県内に出動中の全て

の緊急消防援助隊の応援要

請解除の報告 

        

１９：００
台 

 １９：００ 
・災害対策関係省庁連絡

会議（第４回）開催 

        

６月１８日 － ・宮城県から（社）宮城県
トラック協会に対し、緊

急物資輸送の要請 

 （活動勢力） ０８:４５ 
・３１１人、陸上部隊７７部隊、

航空部隊２隊、被災地外か

らの出動 

・この他、宮城県内消防隊２２
５９人、２５７部隊 

・岩手県内消防隊３３１５人、２
５０部隊 

（活動勢力） 14：30 

・２６８人、陸上部隊６９隊（陸
上部隊６７隊、航空部隊２
隊） 

・この他、宮城県内消防隊２２
５９人、２５７部隊 

・岩手県内消防隊３３１５人、２

５０部隊 

 （活動勢力） 08:00 
・約２０６０人、車両約５００両、

航空機７２機 

 

（活動勢力） 0９：００ 
・約３９８０人（※災害警備本

部員を含む）、ヘリ３機 

（活動勢力） １４：３０ 

・約３９４０人（※災害警備本
部員を含む）、ヘリ１０機 

（活動勢力） 0９：００ 
・航空機５機 

０９：００ 
・TEC-FORCE 

 ８３班、２３２名 

 
【国土地理院】 
・震源断層モデルを推定し、
公表 

 
【気象庁】１８日、１９日 
・降雨開始に伴い災害応急

活動を中止することが妥当
である旨、関係県市に対し
助言 
 

・仮設トイレ４基、水２００リット
ルを栗原市花山総合支所

へトラック１台で輸送 

  

 ８：００台  ０８：００～ 
・総理大臣が被災地を視

察 

        

 ９：００台        （０９：００） 
・照明車１９台、衛星通信車３

台、遠隔操縦式バックホウ４
台等を派遣 

  

 １７：００
台 

 １７：００ 
・災害対策関係省庁連絡
会議（第５回）開催 

        

 実績   ０８：４５ 
・４箇所で捜索・救助活動等
実施中 

（実績） 

救助者数 計１７３人 
１４:３０ 
・３箇所で捜索・救助活動等
実施中 

（実績） 
救助者数 計１７３人 

 １４:００ 
・６箇所で捜索・救助活動等
実施中、このｊ他、道路啓開
２箇所、生活支援活動１３箇

所、医療支援１箇所を実施
中 

（実績） 

救助者数 計３９２人 
給水量約５５トン 

給食約４００食 

入浴者数４７８人 
道路啓開１箇所 

０９：００ 
・５箇所で捜索・救助活動等
実施中、この他、防犯対策、
被災者支援対策等実施中 

（実績） 
救助者数 計３７人 
１４:３０ 
・５箇所で捜索・救助活動等

実施中、この他、防犯対策、
被災者支援対策等実施中 

（実績） 

救助者数 計３８人 

０９：００ 
（実績） 
救助者数 計１５３人 
救援物資輸送 約１００kg 

人員輸送支援 ３５名 

   



 18

平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その６） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月１９日    ・岩手県、宮城県に対し、雨
に備え関係市町村に対し適

切な対応を行うよう要請 

    ・簡易トイレ５０箱（１箱１００袋
入り）を宮城県栗原合同庁

舎へトラック１台で輸送 

  

 －   （活動勢力） ０９：１０ 

・９１人、緊急消防援助隊１１
隊（陸上部隊１１部隊、航空
部隊０隊） 

・この他、宮城県内消防隊２２
５１人、３０３部隊（１４～１８日

累計） 

・岩手県内消防隊３３１５人、２

５０部隊（１４～１６日累計） 

 （活動勢力） ０７：００ 

１８日 
・約１６１０人、車両約４５０両、
航空機５１機 

 

（活動勢力） ０６：３０ 

・３８９５人（※災害警備本部
員を含む）、ヘリ７機 

 

（活動勢力） ０９：００ 

・航空機５機 

08:00 

・TEC-FORCE 
 ９３班、２５８名 

  

 ９：００台 ０９：００ 
・宮城県から消防庁長官

に対し、宮城県内に出

動中の他県から応援の

全ての緊急消防援助隊
の応援要請解除の報告

 ０９：００ 
・宮城県から消防庁長官に対

し、宮城県内に出動中の他

県から応援の全ての緊急消

防援助隊の応援要請解除
の報告 

       

 １８：００

台 

 １８：００ 

・災害対策関係省庁連絡
会議（第６回）開催 

        

 実績   ０６：３０ 

・県内応援隊をもって３箇所

で捜索・救助活動開始 

（実績） 
救助者数 計１７３人 

１４：３０ 
（実績） 
救助者数 計１７４人 

 ０７：００ 

・６箇所で捜索・救助活動実

施中、その他、道路啓開３

箇所、生活支援活動１１箇
所、医療支援１箇所を実施

中。 
・１９日、土砂ダム対策に伴う
ヘリによる航空偵察実施予

定 
（実績） 
救助者数 計３９２人 

給水量 約９１トン 
給食 約１０３０食 

入浴者数 ８９０人 

道路啓開１箇所 

１４：００ 
・土砂ダム対策に伴う発電機

４台を瑞泉閣ヘリポートから
市野々原にヘリで輸送 

（実績） 

救助者数 計２９９人 
給水量以下は同上 

０９：００ 

・４箇所（駒ノ湯温泉、花山本

沢、湯浜、行者の滝付近）で

捜索・救助活動実施中。白
糸の滝は落石の危険性が

高いことから本日未実施 
・この他、防犯対策、被災者
支援対策を実施中。 

（実績） 
・救助者数 計３８人 
 

    

６月２０日 －     （活動勢力） １５：００ 

１９日 
・約１６３０人、車両約４７０両、

航空機５０機 

（活動勢力） １４：３０ 

・４１９０人（※災害警備本部
員を含む）、ヘリ１３機 

 ・TEC-FORCE 

 ５２班、３７名 

  

 ６：００台      ０６：１０ 
・北海道、警視庁及び愛知県

警察広域緊急救助隊５５人
が宮城県警察５９人とともに

駒ノ湯温泉における行方不

明者２人の捜索活動を実施 

    

 １８：００

台 

 １８：００ 

・災害対策関係省庁連絡

会議（第７回）開催 

        

       １４：３０ 

・宮城県警察１１０人が花山本
沢、湯浜、行者の滝を中心
として行方不明者情報に基

づき捜索活動を実施 
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平成２０年 岩手・宮城内陸地震時における関係機関等の活動状況（その７） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

６月２１日 －   （活動勢力） １７：５０ 
・宮城県内消防隊３２１１人（１

４～２１日累計） 
・岩手県内消防隊３６５２人（１
４～２１日累計） 

・駒ノ湯温泉等における救助
活動、検索等７３人 

 （活動勢力） １８：５０ 
・６箇所で捜索・救助活動実

施中、その他、道路啓開３
箇所、生活支援活動１１箇
所、医療支援１箇所を実施

中。 
２１日 
約１３６０人、車両約５４０両、

航空機３０機 

（活動勢力） １７：００ 
・３９００人（※災害警備本部

員を含む）、ヘリ７機 
・駒ノ湯温泉、白糸の滝、湯
浜、行者の滝を中心に捜索

活動等を実施１６０人 

 ・TEC-FORCE 
 ４４班、１９７名 

  

６月２２日 －   （活動勢力） １７：５０ 

・宮城県内消防隊３２４３人（１

４～２２日累計） 
・岩手県内消防隊３７６１人（１

４～２２日累計） 
・駒ノ湯温泉等における救助
活動、検索等３２人 

 （活動勢力） １８：５０ 

・６箇所で捜索・救助活動実

施中、その他、道路啓開３
箇所、生活支援活動１１箇

所、医療支援１箇所を実施
中。 

・宮城県知事からの要請によ

り、行方不明者捜索は２２日
をもって終了。その他の活

動は継続 

２２日 

約２１００人、車両約６３０両、
航空機３０機 

（活動勢力） １７：００ 

・３８４５人（※災害警備本部

員を含む）、ヘリ６機 
・駒ノ湯温泉、白糸の滝、湯

浜、行者の滝を中心に捜索
活動等を実施１１４人 

    

－ ・（一関市から（社）岩手

県トラック協会一関支部

に対し、緊急物資輸送

の要請） 

 （活動勢力） １７：５０ 

・宮城県内消防隊３３４２人（１

４～２３日累計） 

・岩手県内消防隊３８５３人（１
４～２３日累計） 

・駒ノ湯温泉等における救助
活動、検索等１０人 

 （活動勢力） １７：３０ 

・６箇所で捜索・救助活動実

施中、その他、道路啓開３

箇所、生活支援活動１１箇
所、医療支援１箇所を実施

中。 
２２日？ 
約１６５０人、車両約４８０両、

航空機３３機 

（活動勢力） １７：００ 

・３８８１人（※災害警備本部

員を含む）、ヘリ７機 

・駒ノ湯温泉、白糸の滝、湯
浜、行者の滝を中心に捜索

活動等を実施１７４人 

    ６月２３日 

１８：００
台 

 １８：００ 
・災害対策関係省庁連絡

会議（第８回）開催 

        

６月２４日 －  ・内閣府担当官を派遣

し、住家の被害認定業

務について、地方公共
団体の担当者に対し説

明会を実施 

（活動勢力） １７：５０ 

・宮城県内消防隊３４４１人（１

４～２４日累計） 
・岩手県内消防隊３９５５人（１

４～２４日累計） 
・駒ノ湯温泉等における救助
活動、検索等４７人 

 （活動勢力） １８：００ 

・道路啓開１箇所、生活支援

活動１１箇所、医療支援１箇
所を実施中。 

２３日 
約１４００人、車両約５００両、
航空機２４機 

（活動勢力） １７：００ 

・３８４５人（※災害警備本部

員を含む）、ヘリ６機 
・駒ノ湯温泉、白糸の滝、湯

浜、行者の滝を中心に捜索
活動等を実施１８９人 

 ・TEC-FORCE（１４～２３日累

計） 

６４３班、１１７５名 

  

出典：【赤字】首相官邸 緊急情報（「岩手県内陸南部を震源とする地震について」平成２０年６月１４日（０９：１５現在）～平成２０年６月１４日（１０：３０現在）、「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震について」平成２０年６月１４日（１１：００現在）～平成２０年６月２４日（１９：００現在））官邸対策室 
   ：【黒字】「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震について」平成２１年７月２日１４：００現在 内閣府 
   ：【青字】「岩手・宮城内陸地震最報告会 国土交通省の危機管理対応」平成２０年９月１１日 東北地方整備局 企画部 防災課長 松井幸一 
   ：【緑字】「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震に被害状況及び対応について（第１３報）厚生労働省 
   ：【桃字】「平成２０年岩手・宮城内陸地震について（第２２報）」平成２０年９月１６日 東北運輸局 
 
 
※第 9 回災害対策関係省庁連絡会議は、６月２６日１８：００に開催されている。 
※自衛隊派遣について 

６月２７日 岩手県知事からの撤収要請があり、岩手県における活動を修了 
８月２日  宮城県知事からの撤収要請があり、宮城県における活動を修了 

※国土交通省は、「岩手・宮城内陸地震に係る土砂災害対策技術検討委員会」を６月２８日開催 
※国土地理院は、６月２５日、陸域観測技術衛星「だいち」が観測した合成開口レーダーデータを用いて、岩手・宮城内陸地震に伴う地殻変動を面的に把握 
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平成１９年 新潟県中越沖地震時における関係機関等の活動状況（その１） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等  DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

７月１６日 １０：１３ 地震発生          

 １０：００台 １０：１３ 
・災害対策本部を設置 
１０：３２ 
・陸上自衛隊に災害派遣
要請 

１０：４０ 
・緊急消防援助隊の応援
要請 

１０：５５ 
・第九管区海上保安本部
に災害支援活動の協力
要請 

１０：１５ 
・緊急参集チーム招集 
・官邸対策室設置 
 
 

１０：１３ 
・消防庁が災害対策本部を
設置 

１０：４０ 
・各都府県に緊急消防援助
隊の出動要請を開始 

１０：３５ 
・陸自ＯＨ-６（相馬原）×１機
が離陸、情報収集活動を実
施 

 

１０：５０ 
・陸上自衛隊第１２旅団が出
発 

（時間は不明） 
・地震発生当日の夕方から、
県内部隊と連携して、救出・
救助活動及び捜索活動を
実施（広域緊急援助隊警備
部隊） 

・地震発生当日の７月１６日か
ら１９日までの間、延べ総数
４県３２７人、車両９９台の応
援派遣を受けて、管区機動
隊、第二機動隊、交通機動
隊及び高速道路交通警察
隊と連携して、緊急輸送路
確保のため、高速道路や主
要国道等の渋滞緩和及び
交差点中心の交通整理（広
域緊急援助隊交通部隊） 

（時間は不明） 
・他管区からの巡視船等の派
遣を受け、支援体制を確立 

・県職員１０名を巡視船で被
災地である柏崎港に輸送 

・ヘリコプターによる救急患者
の輸送を実施 

（時間は不明） 
・応急危険度判定の予備調
査及び近隣都道府県への
支援要請を実施 

・柏崎市・刈羽村の被災建築
物調査を実施 

・国土交通省・（独）港湾空港
技術研究所（以下、港空研）
による緊急調査団を派遣し、
柏崎港を中心とした調査を
展開 

１０：３３ 
・EMIS により全国の DMAT に
待機要請 

 

 １１：００台   １１：５４ 
・緊急消防援助隊出動 
 

１１：０６ 
・空自 U-１２５（新潟）×１機が
離陸、情報収集活動を実施 

１１：１５ 
・海自Ｐ-３Ｃ新潟上空を飛行 

 １１：３０ 
・警察広域緊急援助隊出動 
 

  ～１１：５０ 
 ・新潟市民病院・村上総合
病院、山形県立中央病院、
富 山 大 学 、 相 沢 病 院 の
DMAT が現地へ出動 

１１：５５ 
・日本医科大学千葉北総病
院 DMAT にドクヘリでの派
遣要請 

 

 

 １２：００台   １２：４５ 
・緊急消防援助隊航空部隊
（仙台市消防局）が新潟空
港に到着、活動を開始 

   １３：１０ 
・海上保安庁特殊救難隊１隊
新潟着 

 
 
 

   

 １３：００台 １３：１５ 
・新潟県が待機中の下越
病院に対して DMAT の
派遣を要請 

１３：２０ 
・海上自衛隊舞鶴地方総
監へ災害派遣を要請 

１３：３０ 
・厚生労働省を通じ、近
隣５県（山形県、福島
県、群馬県、長野県、富
山県）に対して DMAT
の派遣を要請 

・第２回災害対策本部会
議 

１３：１９ 
・政府調査団を被災地に
派遣（１４：２５現地到着） 

 
 

  １３：５０ 
・刈羽郡総合病院から長岡赤
十 字 病 院 へ 自 衛 隊 ヘ リ
(CH-47)で２名搬送 

１３：５５ 
・陸自 CH-４７×１機が負傷
者２人、医師１人を柏崎市佐
藤池運動広場から長岡中央
病院に空輸 

  
 

 １３：１２ 
・日本医大千葉北総病院（千
葉県）DMAT がドクヘリで長
岡赤十字病院に到着 

１３：３５ 
・最初の DMAT（新潟市民病
院）が刈羽郡総合病院へ到
着。病院支援、トリアージを
開始 

・ 

 １４：００台  １４：２７ 
・総理大臣が危機管理セ
ンターに入室 

 
 

      １４：０２ 
・厚生連村上総合病院が刈
羽郡総合病院へ到着 

１４：１９ 
・刈羽郡総合病院に患者が
殺到していることを受け、新
潟 県 か ら の 要 請 に よ り 、
EMIS を 通 じ 、 隣 接 県 の
DMAT は刈羽郡総合病院
に参集するよう要請 

１４：３０ 
・連絡調整役として DMAT を
ヘリポートへ派遣 

 

出典：【赤字】「新潟県中越沖地震」平成２１年３月 新潟県 
   ：【黒字】「平成 19（2007）年新潟県中越沖地震における災害救助に係る活動記録」平成 20 年 5 月 日本赤十字社 
   ：【青字】「能登半島地震・新潟県中越沖地震 北陸地方整備局の取り組みと地域支援」平成 20 年 4 月 北陸地方整備局 
   ：【緑字】「日本集団災害医学会 平成 19 年新潟県中越沖地震調査特別委員会 報告書 新潟県中越沖地震で行われた医療活動について」2008 年 6 月 日本集団災害医学会 平成 19 年新潟県中越沖地震調査特別委員会 
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平成１９年 新潟県中越沖地震時における関係機関等の活動状況（その２） 

各省庁の対応 

消防庁 防衛省・自衛隊 警察庁 海上保安庁 国土交通省 厚生労働省 
日  時 県の対応 政府の対応 

緊急消防援助隊 （情報収集活動等） 災害派遣 広域緊急援助隊 特殊救難隊等 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊
（TEC-FORCE） 

DMAT（災害派遣医療チー
ム） 

備考 

７月１６日 １５：００台 １５：００ 
・第３回災害対策本部会
議 

・県知事が現地視察、県
連絡員が市村に到着 

 

１５：０４ 
・総理大臣現地視察へ出
発（１６：３４柏崎市着） 

 
 

  １５：２５ 
・空自新潟救難隊V-１０７×１
機が負傷者２人、医師１人、
看護士１人を柏崎市佐藤池
運動広場から新潟県庁に空
輸 

１５：４０ 
・陸自第２普通科連隊（高田）
の人員約２１０人、車両６０両
が柏崎市において救出・救
助活動、道路の応急復旧を
実施 

１５：４５ 
・陸自第５施設群（高田）の人
員約２０人、車両約１０両が
上越市において給水・給食
支援活動を実施 

   １５：００～ 
・刈羽郡総合病院へ各地から
ＤＭＡＴが集まり始める。 

１５：４５ 
・骨折患者を刈羽郡総合病
院から千葉北総病院のドク
ヘリで新潟県庁臨時ヘリポ
ートへ搬送（患者は救急車
により新潟大学へ搬送） 

 

 １６：００～ 

１７：００台 

 １７:１３～ 
・総理大臣柏崎原発視
察、柏崎市役所、避難
所（柏崎小学校）訪問 

 

  １７：１８ 
・陸自第３０普通科連隊（新発
田）が刈羽村において給水
支援活動を開始（水トレーラ
３両）。 

・第３０普通科連隊（人員約２
００人、車両４０両）が刈羽村
において救出・救助活動、
道路の応急復旧、給水・給
食支援活動を実施 

 １６：５５ 
・海保ヘリ県庁から新潟大学
病院へ搬送 

 １７時台 
・救急車不足しDMAT車両で
ヘリポートへ移動し、横浜ヘ
リ１７：４５離陸。県庁から新
潟大学病院へ搬送 

 

 １８：００台 １８：００ 
・第４回災害対策本部会
議 

 

         

 １９：００台  １９：２５  
・総理大臣柏崎市出発 
（２０：４０官邸到着） 

      １９：１４ 
・千葉北総病院ドクヘリのミッ
ションの終了決定 

 

 ２０：００～２

４：００台 

２１：００ 
・第５回災害対策本部会
議 

 

２０：３０  
・政府現地連絡対策室を
設置（内閣府：柏崎市役
所内） 

２１：００  
・関係閣僚会合 
２３：００  
・関係省庁連絡会議 

  ２３：３１ 
・海自第２４護衛隊（舞鶴）の
護衛艦「みねゆき」が物資を
陸揚げ 

  ２０：３０ 
・「災害対策現地支援センタ
ー」を柏崎市に開設。災害
対策車両の管理運営や被
災状況の緊急調査、復旧の
ための技術支援等を実施 

２０：００ 
・統括 DMAT が病院支援計
画立案し各隊に連絡 

 

 －          ・ 

出典：【赤字】「新潟県中越沖地震」平成２１年３月 新潟県 
   ：【黒字】「平成 19（2007）年新潟県中越沖地震における災害救助に係る活動記録」平成 20 年 5 月 日本赤十字社 
   ：【青字】「能登半島地震・新潟県中越沖地震 北陸地方整備局の取り組みと地域支援」平成 20 年 4 月 北陸地方整備局 
   ：【緑字】「日本集団災害医学会 平成 19 年新潟県中越沖地震調査特別委員会 報告書 新潟県中越沖地震で行われた医療活動について」2008 年 6 月 日本集団災害医学会 平成 19 年新潟県中越沖地震調査特別委員会 
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資料―５ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策東北地区連絡協議会広域連携部会  

東北圏広域地方計画 取組推進ＰＴ（第４回）資料 
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資料―６ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策東北地区連絡協議会広域連携部会 

東北圏広域地方計画 取組推進ＰＴ委員名簿 
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